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１．市街化調整区域における地区計画制度の概要
１）地区計画とは
地区計画は、主として当該地域内の住民等にとって良好な市街地環境の形成または保持するため、道路・公園などの地区施設や建物の整備ならびに土地利用に関する地区レベルでの総合的なまちづくり計画と言えます。
　　当然、市総合発展計画や市都市計画マスタープランの当該地域での位置付けも踏まえた上で、地域特性に十分配慮しながら定めることが求められています。
２）市街化調整区域における地区計画制度の変遷
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昭和４３年（1968年）　都市計画法の制定
 ・大正８年に制定された旧都市計画法を廃止し、全面的に改訂
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昭和４８年（1973年）　近江八幡八日市都市計画区域決定
・都市計画区域が設定され、近江八幡市は市街化区域と市街化調整区域に区域
区分（線引き）されました


平成４年（1992年）　都市計画法の改正
・市街化調整区域においても地区計画を定めることが出来るようになりました





平成１０年（1998年）　都市計画法の改正
・区域の規模に関する規定がなくなり、適用出来る区域が拡大されました
・地区計画及び地区整備計画を定めた区域は市街化調整区域においての開発

許可の立地基準（法第34条8の2）の適用を受けることになりました


平成１２年（2000年）　都市計画法の改正
・住民等から「地区計画等の案の内容となるべき事項（地区計画の素案）」に
　　　　　　　ついて申出が出来るようになりました　　　　　
【地区計画の申出制度】


平成１８年（2006年）　都市計画法の改正

・開発許可における大規模開発の許可基準（旧法第34条第10号イ）が廃止
さました
⇒　都市計画運用指針（国土交通省）等の改正により地区計画制度に大規模
開発が追加されました
３）市街化調整区域における地区計画の適用区域
　　

都市計画法第12条の5第1項第2号において以下のように定められています。


イ　住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷地の整備に関する事業が行われ
る、又は行われた土地の区域
　　　　　　　
ロ　建築物の建築又はその敷地の造成が無秩序に行われ、又は行われると見込まれ
る一定の土地の区域で、公共施設の整備の状況、土地利用の動向等からみて不良
な街区の環境が形成されるおそれがあるもの
　
ハ　健全な住宅市街地における良好な居住環境その他優れた街区の環境が形成され
ている土地の区域　　　　　　　　　　　　　　　　　
４）地区計画策定の基準
地区計画策定の基準は、次のとおりです。区域の整備、開発及び保全の方針である地区計画の方針を都市計画に定めなければなりません。また、地区整備計画については、この地区計画の方針に沿って、必要な事項を選択し定めることになります。
	名　　　　　　　　称
	

	位　　　　　　　　置
	

	面　　　　　　　　積
	

	区域の整備、　開発及び保全方  針
	地区計画の目標
	当該地区整備等の総合的な指針であり、関係権利者、住民等が容易に理解出来るよう定める

	
	土地利用の方針
	

	
	地区施設の整備の方針
	

	
	建築物等の整備の方針
	

	
	その他当該区域の整備、開発
及び保全に関する方針
	

	地　　　　区　　　　整　　　　備　　　　計　　　　画
	地区施設の配置及び規　模
	道　　　　　路
	主として街区内の居住者の用に供する道路、公園等の公共施設の配置・規模を決めるために定める

	
	
	公　　　　　園
	

	
	
	緑　　　　　地
	

	
	
	広　　　　　場
	

	
	
	その他公共空地
	

	
	建　築　物　等　に　関　す　る　事　項
	建築物等の用途の制限
	良好な居住環境の保持等を目的として適正に用途配置を行うために定める

	
	
	容積率の最高限度
	周辺の環境と調和するよう建物のボリュームを抑えるために定める

	
	
	容積率の最低限度
	市街化調整区域の主旨とは異なるため定められない

	
	
	建築面積の最低限度
	

	
	
	建築物等の高さの最低限度
	

	
	
	建ぺい率の最高限度
	敷地内空地を確保し、密集化を防止するために定める

	
	
	敷地面積の最低限度
	狭小敷地による居住環境の悪化防止のために定める

	
	
	壁面の位置の制限
	敷地内空地の確保、良好な街区景観の形成等のため、道路・隣地境界からの後退距離を確保するために定める

	
	
	建築物等の高さの最高限度
	良好な居住環境の確保や街並みのそろった景観の形成等を促進するために定める

	
	
	建築物の階数の最高限度

（日影規制・北側斜線）
	

	
	
	建物の形態、意匠の制限
	良好な街区景観を保全あるいは形成するために定める

	
	
	垣又は、柵の構造の制限
	

	
	土地の利用に
関する事項
	樹林地、草地
等の保全
	農用地、森林に関する事項は定めない


２．市街化調整区域の地区計画適用に関する基本的な考え方
１）市街化調整区域の将来のまちづくりの方向性

本市の人口は市街化区域で微増傾向にあるものの、市街化調整区域の人口およびシェアは減少傾向にあり、市街化調整区域における人口の維持を図っていくことが重要です。また、市街化調整区域には、田園や自然（水辺や樹林地等）など、地域に潤いや安らぎを与える資源も多く残っており、また、田園は産業資源としても重要であることから、地域の特色・魅力として守っていくことが重要です。

　　市街化調整区域における将来のまちづくりの方向性としては、上記の市街化調整区域の現状等を踏まえつつ、以下の３つの視点が重要と考えています。
①　農業生産活動や自然環境・景観（風景）等と調和した環境づくり

市街化調整区域における農地・山林・水辺等の自然的環境、特に琵琶湖・西の湖
　　　等の水辺や丘陵地・優良農地等は、生産活動や防災的な側面だけでなく、都市に潤
いや安らぎを感じることが出来る詩情あふれる空間であり、無秩序な開発を規制す
るとともに、自然環境と調和した景観誘導など良好な形での保全、再生を推進して
いくことが重要です。

②　自然環境等を活かしたうるおいある生活環境の創造による定住魅力強化

市街化調整区域は、比較的低層低密な環境を構成しており、将来にわたるゆとり
と潤いある環境づくりを進めていくことが望まれます。広々とした田園空間に鎮守
の森が点在した農村地帯は地域の伝統文化と共に大切に継承していく必要がありま
す。
また、市街化調整区域における各集落の活力の維持・向上が望まれており、営農
　　　環境の保全と集落の生活環境の改善を図っていくとともに、特に上述の自然環境等
を活かした生活環境・アメニティの向上と魅力化を、住民主導のもとに推進し、地
域資源と良好な共存・共生が図れるようなまちづくりやコミュニティ・交流活動の
活発化を通じて、居住継続・定住促進を図っていくことが望まれます。

③　市街化区域近隣地域等における適切な建築・土地利用の規制誘導

市街化調整区域は、市街化区域近隣地域等で集落や住宅団地等が、また、幹線道
路沿いには店舗等が立地するなど、まとまった生活圏を形成していますが、集落内
の空洞化や、集落内や集落縁辺部に点在する農地等における無秩序な宅地立地がみ
られる地区等もあり、地域の景観特性を壊さないように指導し、良好な定住環境の
維持、向上を図るためにも、適切な建築活動や土地利用の規制誘導を図っていくこ
とが望まれます。

２）地区計画の必要性

前述の市街化調整区域のまちづくりの方向性を踏まえながら、更には事業所等の撤退による遊休地・未利用地の継続的な利用、あるいは集落における少子高齢化によるコミュニティの確保等からも、一定のまとまった地区において、住民合意に基づき、地区の特性や課題に応じたまちづくりのルールを定め、良好なまちづくりを進めて行こうとする地区計画制度の活用は有効と考え積極的な活用促進を図っていくものとします。

３）地区計画の適用に関する基本的な考え方
　　市街化調整区域における地区計画は、本来、市街化を抑制すべき区域である市街化調整区域の特性を踏まえつつ、一定の区域に開発行為や建築行為を計画的に誘導し、良好な居住環境の維持及び形成を図り、農林漁業との調和のとれた適性な土地利用の整序を図ることを目的とします。

地区計画の策定にあたっては、計画を定める区域の周辺における市街化を促進することがない等、市街化を抑制すべき区域という市街化調整区域の性格を損なうことなく、市街化区域の計画的な市街化に支障がないように定めるものとします。

４）手続き条例による位置付け

地区計画は、その内容からも住民や区域内の土地に権利を有する者及びその代理人（民間事業者を含む）が主体的に関与して定めることが望ましく、このような地域住民の参加を促す観点から、地区計画の申し出制度が十分に活用されるよう手続き条例を定めます。
５）建築制限条例の制定

地区計画制度では、建築物等に関する制限として定められた事項のうち、特に重要なものについては、建築基準法第68条の2第1項による市条例を定めることによって建築制限を行うことが出来ます。つまり、これらの事項が建築確認申請の審査対象となるため、地区計画の内容が確実に担保されるのです。
県のガイドラインでも地区計画を策定する区域については、建築制限条例を制定することを要件としており、本市においても地区計画を策定する区域は地区計画を都市計画決定した後、速やかに建築制限条例を定めます。
３．市街化調整区域における地区計画制度運用基準の概要
本市の市街化調整区域における地区計画制度の運用基準は、「都市計画運用指針」（国土交通省）、「市街化調整区域における地区計画の策定にかかる運用方針・大規模開発型地区計画の取扱い」（滋賀県）、「開発行為に関する技術基準」（近江八幡市）等を踏まえ、以下のように設定します。
	目　　　　的
（第1条）
	本市の市街化調整区域内における地区計画制度の運用および当該地区計
画の「素案」の作成に関し必要な事項を定めることにより、市街化調整区域における良好な居住環境の形成と維持及び安全で安心なまちづくりに寄与し、もって優れた景観の保全と創造することを目的とする。

	用語の定義
（第2条）
適用の範囲
（第3条）
	（　略　）

	基本方針
（第4条）
	運用基準は、国及び県の運用指針に基づくとともに、近江八幡市総合発展計画、近江八幡市都市計画マスタープラン等の諸計画と整合を図るものとする。

	適用区域の制限（第5条）
	地区計画の区域には、都市計画法施行令第8条第1項第2号ロからニまでに掲げる土地の区域を含まないものとする。
　　ロ　溢水、湛水、津波、高潮等による災害のおそれのある区域

　　ハ　優良な集団農地その他長期に亘り農用地として保存すべき区域

　　ニ　優れた自然の風景を維持し、都市の環境を保持し、水源を涵養し、土砂の流出を防備する等のため保存すべき区域

又、次に掲げる区域を含まない。
(1) 農振農用地区域（但し、優良田園住宅建設区域の認定が見込まれる区域は除く）
(2) 工業等導入地区（但し、農村地域工業導入促進法第5条の実施計画と調和を図った上で地区計画区域に含むことができる）
(3) 集落地域整備法に規定する集落地域 

(4) 農地転用が許可されないと見込まれる農用地 

(5) 森林法に規定する保安林、保安施設地区等 

(6) 自然環境保全法の指定地域

(7) 自然公園法の規定による特別地域

(8) 史跡、名勝または天然記念物の指定区域
(9) 急傾斜地崩壊危険区域 

 (10) 地すべり防止区域 

 (11) 砂防指定区域 

 (12) 土砂災害特別警戒区域
 (13) 鳥獣保護区等


	区域の設定
（第6条）
	１　区域の設定は、原則として公共用地の地形、地物等により明確かつ恒久的に区別すること。
２　区域面積に応じて適切な住宅区画を確保する。尚、１０区画を最低基準とする。又、非住居系については街区形成に足りる一定の広がりを持った土地で２区画を最低基準とする。
３　街区形成の基準とする面積は

・既存集落型、宅地活用継続型及び幹線道路沿道型は０.５ｈａ以上２０ｈａ未満を基準とする。
・郊外住宅型（優良田園住宅活用型）は２ｈａ以上２０ｈａ未満を基準とする。
・大規模開発型は２０ｈａ以上とする（但し、産業振興、居住環境の改善等に著しく寄与する場合は５ｈａ以上とする）
＜地区計画の類型別運用基準表＞　【別表２】

	対象区域
（第7条）
	対象区域の周辺において、道路、水路・河川、公共施設等が良好な社会生活を営む水準で整備されていること。
　「既存集落型」、「宅地活用継続型」、「郊外住宅型（優良田園住宅活用型を含む）」、「幹線道路沿道型」、「大規模開発型」のいずれかの類型に適合すること。　　　　　　　　＜地区計画の類型別運用基準表＞　【別表２】

	地区計画の内容

（第8条）
	地区計画は、区域の整備、開発および保全の方針、地区整備計画を都市計画に定める。　　　　　＜地区計画策定の基準＞　　　　　【別表１】

	地区計画の方針

（第9条）
	当該地区計画のまちづくりの基本的な方向を示す総合的な指針として、次に掲げる事項について定めること。
(1) 地区計画の目標

　(2) 土地利用の方針

　(3) 地区施設の整備方針

　(4) 建築物等の整備方針

　(5) その他整備、開発および保全に関する方針　　　　　　　　
＜地区計画策定の基準＞　　　　　【別表１】

	地区整備計画

（第10条）
	地区計画の方針に基づき、地区計画の目的を達成するため、地区施設、建築物、土地の利用等、当該地区の特性に応じ必要な事項について定めること。　　　　　　　　　＜地区計画策定の基準＞　　　　　【別表１】

	地区施設等に
関する事項
（第11条）
	策定区域は、類型別に規定する区域外の既存道路と交通安全上、問題なく接続しているものとする。
「開発行為の技術基準」と同等以上の基準に適合するものとし、規定の幅員の区画道路を配置し、必要に応じて幹線道路も配置する。
　公園、緑地、広場その他の公共空地を配置するとともに、必要に応じて雨水調整施設を配置する。


	建築物等の制限

に関する事項
（第12条）
	市街化調整区域におけるゆとりのある良好な都市環境の維持及び増進を図るため、当該対象地区の特性に応じた必要な事項について定める。
＜地区計画の類型別運用基準表＞　【別表２】

区域内の既存の建物についてはこれらすべてを適用除外とし、既存の宅地については敷地面積の最低限度を適用除外とすることができる。

	基本的事項
（第13条）
	 (1) 当該都市計画区域における計画的な市街化に支障がないように定め

   る。
 (2) 農業などの既存の土地利用の実態および計画を優先し、必要以上に農

   地を含まないこと。

	住民の合意形成

（第14条）
	１　事業者は、素案の検討段階から当該地区及び周辺住民の参加機会を設け、説明会等を実施して意見を地区計画に反映させるよう努めること。
２　事業者は、地区計画区域内の利害関係人全員の同意を得ること。

	関係部署
との協議
（第15条）
	事業者は素案の作成にあたって、市の関係部署等との協議と調整を重ねその内容の充実に努めること。

	指導又は助言

（第16条）
	市長は、必要があると認めたときは、地区計画の素案の作成について指導し、または助言することができる。

	地区計画の
素案の申出
（第17条）
	法第16条第3項に規定する住民又は利害関係人は、地区計画等の原案に盛り込むべき事項について、市長に申出ることができる。

	地区計画の
原案の作成
（第18条）
	１　市長は申出が行われたときは、近江八幡市都市計画審議会の意見を聞き、地区計画の案を作成する等必要な措置を講ずるものとする。
２　市の都市計画担当部署は、あらかじめ開発担当部署等と調整を行わなければならない。

	都市計画に係る

所定の手続き
（第19条）
	市長は、都市計画を決定しようとするときは、近江八幡市都市計画審議会の議を経て、決定するものとする。
市長は、都市計画を決定しようとするときは、あらかじめ滋賀県知事に協議しなければならない。

	条例による
制限の適用
（第20条）
	市長は、地区計画の区域内において、建築基準法第68条の2第1項に基づく建築制限条例を、地区計画の都市計画を決定後、速やかに制定するものとする。

	事業の実施
（第21条）
	１　事業者は、地区計画が定められた日から、原則として1年以内に面的開発事業に着手すること。
２　事業者はやむを得ない事由により一体的開発が困難な場合は、市長が必要と認めた事項を記載した整備計画を策定し承認を得ること。


市街化調整区域の地区計画











高齢化社会への移行、ライフスタイルや居住価値感の多様化による郊外での居住ニーズの高まり





・人口流出、少子高齢化進行による地域活力低下





・個別の開発行為による無秩序な土地利用の進行
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